
　私たちの日常生活に欠かせない上下水道事業などのインフラの維持管
理や更新、病院事業の厳しい経営状況に加え、新型コロナウイルスや度
重なる自然災害への対応など、近年の公営企業を取り巻く環境は様々な
課題を抱えており、その課題に取り組むべく様々な制度改正などが行わ
れています。
　このように公営企業への注目度は高まっていますが、一般的な教育や
福祉といった行政サービスを提供する一般会計とは異なる世界でありよ
く分からない、特に企業会計方式の予算・決算が分かりにくいという認
識をお持ちの方々は少なくないのではないでしょうか。
　本書はこのような「公営企業」がよく分からないという方々にお読み
いただきたく執筆した入門書です。
　なぜ公営企業という仕組みが設けられているのか。なぜ会計制度に代
表されるように一般会計とは異なる制度になっているのか。そして何が
異なるのかという解説に始まり、企業会計方式に関する初歩的な解説
や、法適用・経営戦略に代表される近年の改革の動向など、公営企業に
関して広い範囲をカバーした内容になっています。
　公営企業に異動されて間もない方をはじめ、監査委員や議員の皆さ
ま、また財政部局や監査委員事務局の方々、さらには地方公共団体の行
政に携わる民間事業者の方々にも読んでいただきたいと思っています。
もちろん、公営企業の業務に現在従事されている方にとって、初めて知
る内容もあるかと思います。
　本書が皆さまの公営企業への理解や今後の実務の一助になれば幸いで
す。
　なお、本文中の記載内容につき、意見にわたる部分は執筆者の私見で
あることを申し上げますとともに、当監査法人の公式見解ではないこと
を、あらかじめお断りしておきます。

2020 年 9月
有限責任監査法人トーマツ
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第₁節　なぜ一般会計や他の特別会計と異なるのか

１．地方公共団体の会計の概要
　一般会計ではさまざまなサービスを提供していますが、そのお金は何
で賄われているのでしょうか。例えば、防災や防犯といったくらしの安
全に関するサービス、戸籍や住民票に関するサービス、教育や医療に関
するサービス、まちづくりや環境に関するサービスなど、活動は多岐に
わたります。
　これらのサービスのうち、窓口業務やごみ収集といった一般行政に関
するサービスは、基本的に税金によって賄われています。一方で、水の
供給や下水の処理、医療の提供などは、利用する人が対価を払って、
サービスの提供を受けています。
　このように、同じ地方公共団体が提供するサービスのなかでも、利用
者が利用した分だけお金を負担するものと、そうでないものがありま
す。

（１）　一般会計と特別会計
　地方公共団体が行うサービス活動のうち税金で賄われる一般的な行政
サービスは、「一般会計」という枠組みで運営されます。一方で、広く
一般的な行政サービスとは別に、事業目的を限定し、特定の収入と特定
の支出を対応させて経理するための枠組みを「特別会計」と呼びます。
そのなかでも、水の供給など、住民の生活に欠かせないサービスであり
ながらも利用者が利用した分だけお金を負担するような事業は、第 1章
で述べた通り、社内カンパニーのような性質を持ち、公営企業と呼んで
います。公営企業では、サービスを提供することによって受け取ったお
金で、そのサービスにかかった費用を賄う、という「独立採算制」の前
提のもとで事業を運営していくことを原則とし、「一般会計」とは別に
「特別会計」という枠組みで運営されます。
　
①　一般会計
　市役所や町役場での窓口業務や、ごみ収集のほかにも、学校の建設や
道路の敷設、福祉や保健衛生に関するサービス業務など、住民が安心・
安全に暮らすために必要な、さまざまな基本的サービスを提供するため
にかかったお金が計上されます。多岐にわたるこれらの支出は、主に税
金（地方税や地方交付税）によって賄われています。
　
②　特別会計
　水の供給や病院などの利用者が料金を負担しそれによってサービス提
供にかかる経費を賄うような行政サービスを行う特別会計は「公営企
業」と呼ばれ、一般的な行政サービスとは区別して経理します。また、
公営企業以外でも、例えば国民健康保険などの行政サービスは、特定の
収入を特定の支出に充てて経理するため、会計を別に設けて経理されま
す。これが特別会計です。

本章のテーマ

・公営企業会計がなぜ必要なのか理解しましょう。
・地方公営企業法の適用範囲の概要を理解しましょう。
・�地方公営企業法の財務的な特例（独立採算、特別会計設置義
務）の概要を理解しましょう。

第₂章 公営企業会計を適用する
理由
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２�．特別会計で経理している公営企業に「公営企業会計」を適
用するメリット

　ではなぜ、公営企業会計を適用するのでしょうか。
　公営企業会計を適用し「複式簿記」「発生主義」のしくみを利用すれ
ば、「官庁会計方式」では把握できなかったフロー情報（経営の成績）
とストック情報（財政の状況）が明らかになります。これらの情報を利
用すれば、経済活動を適切に検証するとともに、さまざまな工夫をする
こともできるようになります。
　例えば、ストック情報をもとに緊急度に応じた更新投資の優先順位を
決めるといった資産管理の適正化を図るほか、中長期的な視点から資金
が不足しないよう、適切に料金の水準を設定することが可能となりま
す。また、企業間の比較を行うことで自らの経営状況を把握し見直しに
生かすためにも有用です。特に、我が国の公営企業を取り巻く経営環境
は、急速な人口減少や施設・管路の老朽化等に伴い、急速に厳しさを増
しています。こうした中、住民生活に必要不可欠なライフラインとして
公営企業の持続的な経営を確保していくためには、中長期の経営見通し
に基づく経営基盤の強化を進める必要があります。例えば水道事業で
は、市町村の区域を超えて連携してまたは一体的に取り組む広域化の推
進が求められます。そのような公営企業の抜本的な改革を進めるために
も、まず公営企業会計の適用により分析可能な財務情報を持つ意義があ
るのです。これらの情報は、議会や住民の判断に資する情報を提供する
意義もあります。公営企業の経営に関しては、第 2編でより詳しく触れ
ていますので、ご参照ください。
　

第２節　３つある適用範囲

　地方公営企業法の適用範囲には ３つの種類があります。それが、当然
適用（全部適用）、当然適用（財務規定等適用）、任意適用の ３つです。
それぞれの適用方法の概要は図表₁-₁の通りです。

　
１．当然適用（全部適用）事業
　法第 ２条第 １項において規定されている当然適用事業は、法の規定の
全部が強制的に適用されるため、全部適用事業ともいわれます。
　公営企業に法の全部が適用される場合、原則として管理者を設置し、
特別会計による企業会計方式の経理、管理者による出納等が行われま
す。また、企業職員に対して「地方公営企業等の労働関係に関する法
律」が適用されます。

（出所）�　総務省「公営企業の経営改革推進に向けた重点施策に関する説明会」（2019年 4 月24日）
資料 3 - 2「地方公営企業法の適用に関するマニュアル（平成31年 3 月改訂版）について」
P 5

図表 1 - 1 　（再掲）

図表 2 - 1 　全部適用の 7事業

•水道事業（簡易水道事業を除く。）
•工業用水道事業
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２．当然適用（財務規定等適用）事業
　法第 ２条第 ２項において規定されている事業（病院事業）には、法の
規定のうち財務規定等が当然に適用されます。

　
　
　病院事業は財務規定等が当然に適用されるため、特別会計による企業
会計方式の経理が行われます。財務規定等だけを適用することを「一部
適用」ともいいます。

３．任意適用
　当然適用（全部適用）事業や当然適用（財務規定等適用）事業のほ

か、図表 1 - 1で＜法非適用事業＞に区分されている事業は、条例によ
り法の規定の全部または財務規定等を適用することができ（法第 2条第
3項）、これを「任意適用」といいます。なお、病院事業も条例で定め
ることにより財務規定等を除く法の規定も適用し全部適用とすることが
できます（令第 1条第 1項）。
　

　
　条例で法の規定を適用する方法としては、「全部適用」か「一部適用」
の 2つのみが認められており、例えば、「法第 ４章（職員の身分取扱）
を除き、法の規定を適用する」などの方法は認められません。

図表 2 - 2 　病院事業における法適用の関係法令

図表 2 - 3 　強制財務規定等適用の 1事業

地方公営企業法第 2条第 2項
　�前項に定める場合を除くほか、次条から第六条まで、第十七条か
ら第三十五条まで、第四十条から第四十一条まで並びに附則第二
項及び第三項の規定（以下「財務規定等」という。）は、地方公
共団体の経営する企業のうち病院事業に適用する。

•病院事業

図表 2 - 4 　任意適用事業における法適用の関係法令

地方公営企業法第 ２条第 ３項
　�前二項に定める場合のほか、地方公共団体は、政令で定める基準
に従い、条例（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二
百八十四条第一項の一部事務組合（以下「一部事務組合」とい
う。）又は広域連合（以下「広域連合」という。）にあつては、規
約）で定めるところにより、その経営する企業に、この法律の規
定の全部又は一部を適用することができる。

地方公営企業法施行令第 １条第 ２項
　�地方公共団体は、地方公営企業及び前項に規定する病院事業以外
の事業で主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもつて
充てるものについて、条例で定めるところにより、法の規定の全
部又は財務規定等を、条例で定める日から適用することができ
る。

•軌道事業
•自動車運送事業
•鉄道事業
•電気事業
•ガス事業
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